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JR標津線の廃止から36年経った今も「駅前」を名乗る町が
6つも健在な北海道別海町の西春別。柏町はカシワの木に
ちなむが、他は瑞祥地名が目立つ。地理院地図（左と同日）

千葉県市川市にある東京メトロ東西線行徳駅の南側に広が
る「行徳駅前」の町名。四丁目の南端から駅までは1.1kmの
道のり。地理院地図2025年1月10日ダウンロード

第155回　駅前という地名

前回に引き続き「駅」にちなむ地名ではある
が、今回は鉄道駅の周辺に現われた「駅前」と
いう地名に焦点を当ててみた。調べてみると、
北は北海道の宗谷管内から南は鹿児島市まで
の広範囲に及んでいる。私事であるが、子ど
もの頃の父の勤め先は川崎駅前のデパート
だった。その住所が「駅前本

ほん

町
ちょう

」であることを
知り、なぜか印象に残ったものである。「駅
前」というのが固有地名であり得るのか、とい
う疑問だったかもしれない。
『角川日本地名大辞典』（以下、『角川』とい

う。）のDVD-ROM版で「駅前」を部分一致（地名
のどこかに入っていればヒット）で検索した
ところ、ざっと100件ほどと非常に多かった。

『角川』には、原則として大字・町レベルが全
て掲載されているが、除外された小字レベル
の地名や通称地名を含めればさらに増える。

これら「駅前地名」の種類としては、単に「駅

前」を名乗るもの、町を付けて「駅前町」とする
もの、 その駅名を冠して吉

よし

水
みず

駅前（栃木県佐
野市・東武佐野線吉水駅付近）、小

お

月
づき

駅前（山
口県下関市・山陽本線小月駅付近）のような形
がある。

ただし、大阪府 茨
いばら

木
き

市や兵庫県姫路市にあ
る「西駅前町」は、西という駅の前という意味
ではなく、それぞれの市代表駅である東海道
本線茨木駅、山陽本線姫路駅（山陽電鉄山陽姫
路駅）の西側、というより茨木市の「駅前」、姫
路市では「駅前町」の西側に位置するという意
味合いが強い。同じ茨木市でも、阪急の総

そう

持
じ

寺
じ

駅の西側にあるのは総持寺駅前町である。
単に「駅前」を名乗る町名は『角川』で15ある

が、前述の茨木駅の他には弘
ひろ

前
さき

駅（青森県弘前
市）、一ノ関駅（岩手県一

いちのせき

関市）、久
く

慈
じ

駅（岩手
県久慈市）、米沢駅（山形県米沢市）、郡山駅（福
島県郡山市）、柏崎駅（新潟県柏崎市）、加茂駅
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（同県加茂市）、五
ご

泉
せん

駅（同県五泉市）、掛川駅
（静岡県掛川市）、藤枝駅（同県藤枝市）、稲

いな

沢
ざわ

駅（愛知県稲沢市）、総
そう

社
じゃ

駅（岡山県総社市）、廿
はつ

日
か

市
いち

駅（広島県廿日市市）、佐
さ

伯
いき

駅（大分県佐伯
市）と、いずれも市の代表駅に相当する。
「駅前」のある町名が誕生した時期として

は、その大半が昭和40 ～ 50年代の高度成長
期であることが特徴で、区画整理に伴う町名
地番整理や住居表示法に基づく住居表示の実
施を機に新しく設けられたものが目立つ。そ
もそも、戦前期に開業した駅は旧市街から外
れた場所に設けられることが多く、従前の農
村部が駅前集落として急速に市街化するなど
の背景から結果的に地番が錯雑している土地
も多く、「駅前」という地名が付けられやすい
素地はあった。

駅前の名が「交通至便の土地」を連想させる
からか、しばしば駅からかなり離れた場所にも
駅前の地名は及んでいる。たとえば、千葉県
市川市 行

ぎょう

徳
とく

駅前四丁目の南西端から東京メ
トロ東西線の行徳駅までは道路距離が約
1.1kmあり、これを駅前と称して良いのかどう
かは賛否の分かれるところかもしれない。

長い駅名の駅前には略称の町名もあって、
山形県 東

ひがし

根
ね

市の奥羽本線（山形新幹線）さくら
んぼ東根駅（旧蟹

かに

沢
さわ

駅を平成 11 年（1999）に
移転して改称）の前には、「さくらんぼ駅前（一
丁目～三丁目）」が広がっている。市名を略し
た形だが、町名の出現は平成20年（2008）と
新しい。栃木県日光市の鬼

き

怒
ぬ

川
がわ

温泉大原にあ
る東武鬼怒川線鬼怒川温泉駅の前には「温泉
駅前」の字レベルらしき地名がある（地理院地
図に掲載）。

○○駅前と称していても、必ずしも駅名と

連動しているわけではない。たとえば、岩手
県奥州市の「水沢区羽

は

田
だ

町
ちょう

駅前」は羽田町と
いう駅ではなく、東北新幹線の水

みず

沢
さわ

江
え

刺
さし

駅の
前だ。同じく小字レベルだが、静岡県伊豆の
国市南

なん

條
じょう

の伊豆箱根鉄道駿
すん

豆
ず

線伊豆長岡駅前
の南条駅前。南条（南條）は実は旧駅名で、100
年以上も前の大正 8 年（1919）までは実際に

「南條駅」だった。
珍しいのは日

にっ

豊
ぽう

本線の霧島神宮駅前にある
「駅前」。地理院地図に載っている字レベルの
地名だが、わざわざ振られたルビによれば「え
きぜん」と読むらしい。

中には、廃止された駅前にも、地名だけ記
念碑のように残っているケースもある。最も
大々的なのが北海道別

べつ

海
かい

町の西
にし

春
しゅん

別
べつ

駅前西
町、西春別駅前寿町、西春別駅前柏町、西春
別駅前栄町、西春別駅前錦町、西春別駅前曙
町の6つ。今はなきJR標

しべ

津
つ

線の旧西春別駅周
辺で、いずれも駅が健在だった昭和 47 年

（1972）に別海町大字平
ひら

糸
いと

村の一部に設定さ
れた。平成元年（1989）に標津線が廃止されて
すでに36年が経過したが、今も駅前を称する
6町は生きている。

他にも地理院地図で検索すると、青森県十
和田市には旧十和田観光電鉄（平成24年廃止）
の「高

たか

清
し

水
ず

駅前」、茨城県城
しろ

里
さと

町御
ご

前
ぜん

山
やま

には茨
城交通茨城線の旧御前山駅（昭和41年廃止）の
近くにある「駅前」、福島県猪

い な わ し ろ

苗代町若宮には
磐梯急行電鉄（日本硫黄沼

ぬま

尻
じり

鉄道・昭和44年
廃止）沼尻駅跡には「沼尻駅前」が、いずれもあ
りし日の鉄道風景を今に伝えている。ちなみ
に、冒頭で述べた日本最北端である「徳

とく

満
みつ

駅
前」の元となった宗谷本線徳満駅は令和3年

（2021）に廃止された。
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「北のアイドル」
第39回写真コンクール銅賞（自由部門）
神長　正昭●茨城会

北海道東部に野鳥撮影の旅に出かけました。
今、人気があるシマエナガ。動作が機敏で
撮影するのに苦労しましたが近くの枝に止
まってくれた1枚です。容姿がとてもかわ
いいところが人気のあるところです。
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事務所運営に必要な知識事務所運営に必要な知識
―時代にあった資格者であるために――時代にあった資格者であるために―

第104回　 国土調査法第19条第5項指定制度について
大阪土地家屋調査士会　　西村　右文

事務所運営に必要な知識
―時代にあった資格者であるために―

平成22年5月に閣議決定された「国土調査事業十
箇年計画」において、国土調査法（昭和26年法律第
180号）第19条第5項の規定に基づく国土調査の成
果と同等以上の精度又は正確さを有する国土調査以
外の測量及び調査の成果等についても活用を促進す
ることとなりました。これを受け、国土交通省にお
いて、「地籍整備推進調査費補助金」制度が設けられ
ました。この件では、国土交通省の地籍整備課　松
本課長補佐（当時）を大阪会にて招聘し、研修が行わ
れました。
この補助金制度は、当初、事業者1／3、市町村1／3、
国1／3の割合で、民間事業者の事業を補助するもの
でありました。この際の補助金交付は、都道府県又
は市町村が窓口となっていたのですが、財政事情に
より市町村が補助金を交付できないことが影響して、
実際には機能していませんでした。
そこで、平成25年度に制度が改正され、国から
の1／3を直接事業者へ交付することとなり、補助
金制度が動き出しました。
平成25年度は、山口会・神奈川会からそれぞれ1
件ずつの申請がされたと聞き及んでおります。私は、
平成26年・28年度に応募しましたが、実際に指定
を受ける上での大まかな流れと、問題となった事象
についてまとめました。

事業主体について（まず始めに）

調査費用の約1／3が国からの補助となります。
この補助金は、事業主体に直接払われることとなる
わけですが、ここで疑問が生じます。「事業主体と
は？」です。
補助金の支給対象が、土地所有者（依頼者）なのか

第104回　	国土調査法第19条第5項指定制度について
大阪土地家屋調査士会　　西村　右文

と言うことです。本来的な事業者の定義で言えばそ
のようになるのでしょう。極端に言えば、分譲業者
等がこれを受け取るのかと言うことです。その点に
ついて、募集要領では事業主体を「民間事業者等」と
定義し、これを「街づくり事業や測量等を実施する
民間法人のほか事業実施準備組合及び街づくり協議
会の地権者組織等」と規定しております。我々土地
家屋調査士が事業主体となり、この申請を進めるこ
とは可能で、直接補助金を受け取ることが可能であ
るとの返答を前述の研修の際に得ました。（法人格
などは要件ではありませんでした。）現在は、応募申
請書にも土地家屋調査士が明記されております。
しかし、平成28年度申請時に、土地家屋調査士
が事業主体となる場合、本職にかかる費用は補助対
象ではないとの指摘を受け、依頼者を事業主体とし
て申請を行いました。※

1　補助金応募申請について
第一段階です。「地籍調査推進調査費用補助金へ
の応募申請書」を提出します。
必要な様式や募集要領は、地籍調査Webサイト
https://www.chiseki.go.jp/に掲載されています。こ
の段階で問題となるのは、次の3点です。
①作業実績の提示
②調査費用の積算
③地方公共団体、法務局との調整

①作業実績の提示
業務遂行能力の判断のため、過去の測量実績が求
められます。実績の証明方法として、担当官と打ち
合わせましたが、土地家屋調査士の場合は、地籍更

※	 地籍整備推進調査費補助金　令和6年度募集要領より
「本補助金は、測量成果の19条5項指定等を促進することにより、都市部の地籍整備を進めるため、民間事業者等が19条5項指定申
請等を行う測量・調査等に必要な経費を支援するものです。」とあり、本職にかかる費用は経費ではないとの指摘がありました。
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正完了後の登記事項証明書と地積測量図を添付すれ
ば足りるとの結論に至りました。平成28年度申請
時は、土地所有者を事業主体としたため、作業実績
は無しとして申請しました。このあたりは、理屈の
よくわからないところではありました。

②調査費用の積算
一番頭を悩める所ですが、地籍整備推進調査費補
助金交付要領と社団法人全国国土調査協会発行の地
籍調査事業費積算基準書を参考としました。
しかし、積算基準書は、基本的に官庁発注の積算
基準となるので、単価の参考程度にとどめ、実際に
は旧報酬基準を参考とし、通常業務を行った場合の
報酬を算出し、募集要領に規定されている各項目（調
査計画作成・既存資料収集・現況調査・境界確認・
予備調査・成果作成）に振り分けました。その上で、
旧報酬規定の算定基準である40％を経費として見
込み、それを元に直接経費、付帯事務費へと振り分
けました。（報酬基準で想定する報酬・経費の別と、
補助金制度で規定する経費とは項目が異なることに
注意が必要です。）
その上で、積算基準書に規定する直接人件費（測
量主任技師、測量技師、測量技師補等の別による基
準日当）と経費を控除した報酬額（日当）とに大きな
差異が生じないことと、国土交通省が例示している
歩掛案とを比較し、積算額の妥当性を検討しました。
この方法が正解か否かは、正直な所、判断材料が
ありませんが、実際にはこの方法により全ての作業
を終了しました。
平成28年度申請時は、事業主体が土地所有者の
ため、当方の作業見積を提示して経費となると判断
されました。見積りの内容については通常業務どお
りであり、また事業主体と当方の契約内容について
は一切の検討がなされず、前述のような煩雑な作業
は不要でした。

③地方公共団体、法務局との調整
当該地区が市町村の地籍調査の予定地である場合
は、補助金の対象となりません。
よって、各市町村の担当窓口にその旨の確認が必
要となります。
また、指定完了後、法務局における法第14条地

図として受け入れ可能かの確認も必要となります。
調査地区の地図を閉鎖し、新たに地図を作成するこ
ととなりますので、それにより、近隣との整合がよ
り不明確になる等の場合には、受け入れを拒否され
る可能性もあります。
これらを解決した上で、応募申請となります。

2　応募申請後について
応募申請書を提出すると、地籍調査課からヒアリ
ングがあります。補助金を受けるために必要な理解
を求めるヒアリングシートが送られてきますので、
必要事項を記載し返送します。

3　補助金内示
前述の手続きを終了すると、国土交通省から補助
金の内示が出ます。

4　交付申請
内示後、いよいよ本申請です。
「地籍整備推進調査費補助金交付申請書」を提出し
ます。これは、決定された補助金額に準じて「1」の
応募申請書と同様の内容を記して提出します。同時
に「債主登録票」を提出し、補助金の振込先を指定し
ます。

5　交付決定
「4」の申請書を提出した後、1～ 2週間程度で「交
付決定通知」が送付されます。実作業の開始は、こ
の交付決定通知を受けてからとなります。

6－1　実作業
実作業は、通常の土地家屋調査士業務と何ら変わ
りはありません。注意することは、依頼主との間に
書面により業務依頼の契約を交わし、報酬金額につ
いて明示しておくことです。
後日、契約書を国土交通省に提出する必要があり
ました。

6－2　認定登記基準点について
今回申請地には、近辺にめぼしい街区基準点が存
在せず、また路線長を考えると、単純に単路線での
測量では、基準を満たさないおそれがあったため、
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新たに認定登記基準点を設置しました。
注意点としては、事前に連合会から認定を受ける、
又は並行して作業を進めることです。作業完了後、
認定を受けることは理論上可能ですが、連合会の事
前審査を受けずに進めることとなってしまうため、
作業に瑕疵がある場合の認定は困難となります。
なお、連合会の登記基準点評価委員会でも、事前
に認定を受けた上で、第19条第5項の作業に着手
することを推奨しています。
また、実際に生じた問題ですが、今般の認定登記
基準点設置は、当初、個人で申請しました。しかし、
基準点標識設置にあたり、建標承諾としての道路占
用許可申請を個人として行いましたが、保守等の問
題で許可されず、本会へ協力を求め、登記基準点設
置の主体を大阪会とすることで占用許可を得ました。

7　登記申請
これも通常業務と変わる所はありません。

8　第19条第5項指定申請
登記完了後、いよいよ指定申請となります。指定
申請書、総括表、基準点設置関係の資料、登記完了証、
事項証明書（省略可）地図（この時点では従前の地図）
精度管理表等を提出します。

9　第19条第5項指定
「8」の申請後、地籍調査課の検査を受け、問題が
なければ国土交通大臣より「国土調査法に基づく国
土調査と同一の効果があるものとしての指定につい
て」という文書（指定通知書）が返送されます。第19
条第5項の関連作業は、これで完了です。

10　補助金実績報告
指定通知がされても残された仕事があります。実
際に補助金の交付を受けるため、実績報告（精算）が
必要となります。そもそも、第19条第5項の指定
と補助金制度は別物であり、第19条第5項の指定

官報270313_No6491　より



6 土地家屋調査士　2025.2月号　No.817

がされたのみでは、補助金は交付されません。
実際に掛かった人件費・経費を基に「地籍整備推
進調査費補助金実績報告書」を提出し、調査費用の
最終報告を行います。
その後、前述のものを提出し、国土交通省より補
助金を受け取ることとなります。
以上となります。取り組んだ時期が少し前であり、
その後の法改正等を全て網羅して報告できたわけで
はありませんが、おおむねの流れは理解いただける
ものと思います。

問題点と課題

・補助対象について
土地家屋調査士が実施主体となる場合、土地家

屋調査士の業務費用は補助の対象とならないとの
指摘がありました。また、調査費用積算等の煩雑
さを鑑みると、SPC（特別目的会社）の様なもの
を設立し、事業主体とすることで回避できるので
はないかと考えております。
・第19条第5項指定を受ける意義
土地所有者（依頼者）の理解が必要。通常の業務
処理より時間も掛かる上、追加となる作業も生じま
す。ネガティブな部分と補助金を受けるポジティブ
な部分とのバランスを検討する必要があります。
・補助率の低さ
当初、国1／3　地方自治体1／3　民間事業者

1／3で始まった制度ではありますが、現状、国	
1／3　民間事業者2／3であり、補助金を受ける
魅力に乏しい。
当初に予定していた民間1／3の負担となれば、

利用も促進されると考えます。

今後の展望

令和6年度の補助金は、約1.7億円程度の予算と
のことでした。地籍調査課としては、補助金を活用

して、より地籍調査を進めていきたい意向と思われ、
申請に際しても懇切丁寧に指導いただきました。実
施事案が少なければ制度自体縮小が見込まれますの
で、機会があれば再度申請していきたいと思います。
現状、申請要件として500 m2以上の調査となっ
ています。この要件を満たす業務は、数が限られて
くるかと思います。そこで、各会が主体となり、各
事務所の業務データを集積の上、条件を満たしたも
のについて補助金の交付申請ができないものかと考
えています。（法改正を含め、たくさんの障害があ
るのは確かでしょうが…）
それを実現するためには、補助金制度の継続と
発展が必要で、機会があれば是非とも、第19条第5
項指定制度に取り組んでいただければと思います。
法務省が監督官庁である土地家屋調査士が、国土
交通省の制度を利用することに、一定の批判が存在
することも存じております。しかし、この第19条
第5項の指定の本質は、補助金にあるのではなく、
業際問題に煩わされることなく、土地家屋調査士が
直接地図作成に寄与できるということにあると考え
ています。また、支度された制度を活用することに
より能力を示していくことが、土地家屋調査士のプ
レゼンス（存在意義）を高める一方策になると信じて
おります。
最後となりましたが、指定申請に必須であった登
記基準点設置にあたり、突然の申出にもかかわらず
快諾いただきました大阪会執行部の皆様、制度が開
始された際に、そのことを私に知らしめ、資料一式
を託していただきました大阪会中河内支部の山岡先
生、基準点設置に際し、実作業に協力いただいた堺
支部の坂田先生、北野先生、多数の資料を提供いた
だきました山口会の瀬口先生、神奈川会の岩倉会長
（当時）、その他お世話になった全ての皆様に、この
場を借りて御礼申し上げます。
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令和6年度神奈川県境界実務者連絡協議会開催

令和6年11月27日、「令和6年度神奈川県境界実
務者連絡協議会」が開催され、土地境界に関する最
新の知見を共有する貴重な場となりました。本協議
会には、多くの土地家屋調査士や行政関係者が参加
し、現場で直面する課題の解決に向けてパネリスト
による熱い議論が交わされました。

開会挨拶

冒頭、神奈川県土地家屋調査士会	大竹正晃会長
から、開会の辞が述べられました。大竹会長は、土
地の境界に関する問題が地域社会の基盤を支える重
要な課題であることを強調し、土地家屋調査士会が
果たすべき役割について力強いメッセージを送りま
した。続いて、日本土地家屋調査士会連合会岡田潤
一郎会長が挨拶に立ち、全国的な視点から所有者不
明土地問題や土地家屋調査士の技術力向上の必要性
について述べられました。

第1部講演：
所有者不明土地問題への対応とガイドライン改定
第1部では、法務省民事局民事第二課長	大谷太
氏が「所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制
の見直し及び共有私道ガイドラインの改訂につい

て」と題して講演を行いました。
大谷課長は、所有者不明土地問題が地域社会に及
ぼす影響を解説し、法制の見直しによりどのような
改善が期待できるかを説明。さらに、共有私道ガイ
ドライン改訂の背景や狙いについて詳細に述べ、参
加者からの関心を集めました。

第2部パネルディスカッション：
筆界と行政管理界の考え方

第2部では、「筆界と行政管理界についての考え
方」をテーマにしたパネルディスカッションが行わ
れました。
コーディネーターを務めたのは、神奈川県土地家

令和6年度令和6年度

 神奈川県境界実務者連絡協議会 開催 神奈川県境界実務者連絡協議会 開催
神奈川県土地家屋調査士会広報部理事　　花上　康一
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屋調査士会石垣博常任理事業務部長。パネリストに
は、横浜地方法務局から山崎憲一氏（不動産登記部
門次席登記官）と中村聡氏（統括表示登記専門官）、
当会顧問弁護士 柳川猛昌氏、そして神奈川県土地
家屋調査士会 西田貴麿副会長が登壇しました。

ディスカッションでは、筆界の解釈と行政管理界
の取り扱い方について、多角的な視点から議論が展
開されました。山崎氏と中村氏からは登記実務にお
ける課題を挙げ、法的基準に基づいた対応方法を提
示。柳川氏からは弁護士の立場から、西田副会長は
土地家屋調査士の立場から現場に即した解決策を提
案しました。

閉会にあたって

最後に、本協議会を通じて共有された知見や議論
が、土地家屋調査士としての実務にどのように活か
されるかを振り返りながら、閉会の辞が述べられま
した。参加者一同、課題解決に向けてさらなる努力
を誓い合う場となりました。

今回の協議会は、土地の境界に関する問題解決の
ための新たな一歩となりました。土地家屋調査士と
行政、そして地域社会が一体となることで、より良
い未来を築いていけることを期待しています。

（写真　広報部次長　稲葉　健太郎）
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私の住む東松島市の鳴瀬未来中学校では、地域と
ともにある学校づくりのコミュニティスクール活動の
一環として、将来への職業選択におけるJob café（ジョ
ブカフェ）～職業人の話を聞く～を行っています。
生徒たちのリクエストも踏まえ、地元の基幹産業
である農業、漁業、建設業に加え、医療、福祉、保
育、自衛隊、美容、飲食など、約30種の専門家を
講師として迎え、少人数制で仕事の内容ややりがい
を語っていただき、生徒たちの将来の職業選択に役
立ててもらおうというものです。
運営側の一員として、土地家屋調査士を知っても

らう機会と捉え、講師として3回ほど参加しています。
登記、境界といった概念は、中学生にとっては理解
しづらく、説明が難しいものでしたが、鳴瀬未来中学
校の建設に際し、通学路拡幅のため土地の分筆を土
地家屋調査士が行ったことを説明しました。具体的
には、拡幅工事後の写真や測量図を見せ、「皆さんの
生活に役立っている」ことをアピールしました。土地
家屋調査士の仕事は、普段目にする機会は少ないか
もしれませんが、土地や建物の売買には欠かせない
ものであることを理解してもらいたいと考えました。
このJob café（ジョブカフェ）については、もうすぐ
10回目となること、文部科学省からの表彰を受けて
いる実績のあるものなので、自分自身のアップグレー
ドを含め次回も参加し続けて行こうと思っています。

愛しき我が会、我が地元（4巡目）　Vol.132
宮城会／奈良会

また、宮城会としての土地家屋調査士啓発活動と
しては、仙台市にある向山高等学校において、測量
体験授業を行いました。こちらも毎年行っており、
向山高等学校では今回で7回目の開催となり、他の
高校も含めるとトータルで15回目となりました。
土地家屋調査士の業務内容と測量体験授業の説明
をして、広報部員をはじめ11名の会員の協力をい
ただき、2種類の測量体験授業を行いました。
1つ目は、5人1グループで実際にトータルステーショ

ンでの観測を生徒自身で行い、いわゆる逆打ちをし、
とある形状を作成しその面積を計算するというもの。
2つ目は、20メートルの距離を歩測で当てるという、

どちらも実務であるようなことを行いました。トータ
ルステーションの使い方も初めはぎこちないものでし
たが、すぐにテキパキと操作し、さすが高校生は頭
が柔らかいと実感させられました。成績発表では僅
差であり、どの班もほぼ正解に近い値を出していまし
た。副賞を用意していたこともあり、盛り上がって終
了となりました。測量授業中もそれぞれの担当土地
家屋調査士がグループの高校生とコミュニケーション
をとっていたようで和気あいあいと進み、土地家屋調
査士という名前を覚えてもらえたことと思いました。

社会貢献活動としては、環境美化運動として理事、
広報部員で調査士会館を中心に、仙台市のビジネス

宮城会　　『地道な啓発活動』
宮城県土地家屋調査士会　広報部理事　　前田　健一

Vol. 132

愛しき我が会、我が地元 4巡目

R6ジョブカフェ講師（東松島） 向山高等学校測量体験授業
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街と繁華街である国分町付近の清掃活動を毎年行っ
ています。
どの活動もすぐに成果が表れるものではありませ
んが、一つ一つ地道に行い、土地家屋調査士という
名前を知ってもらえればと思います。

各土地家屋調査士会でもグッズの販売をしていま
すが、宮城会でも平成29年頃からTシャツ、ポロシャ

ツ、ブルゾン、キャップ、トートバッグ等々を扱っ
ており、今回は新たにサファリハットを追加してい
ます。私のお気に入りはトートバッグで、生地が厚
く丈夫に出来ており、立会時に書類を入れたり、仮
杭・ハンマー等を入れて作業に使用しているほか、
コンビニでの買い物等の普段使いにも利用していま
す。担当者と新色の追加や他会のものを参考に開発
も進めていきたいと考えております。

奈良県は、日本のほぼ中央、紀伊半島の中心に位
置する内陸県です。古都として知られる奈良には、
東大寺や法隆寺をはじめ、春日大社や大神神社など
数多くの歴史的な神社仏閣があります。また、奈良
公園の鹿や吉野山の四季折々の自然美、飛鳥地方の
古代遺跡など、訪れる人々を魅了する観光地も豊富
です。その静けさと奥深さは、奈良ならではの魅力
と言えるでしょう。この地で活動を続ける奈良県土
地家屋調査士会は、地域社会に密着し、土地家屋調
査士の役割を広く知っていただくために多彩な広報
活動を展開しています。
奈良会の広報活動の一つに、ラジオ番組「What's 
土地家屋調査士？」があります。この番組は、奈良
県中南和地域を放送エリアとするラジオ局FMヤマ
トで、毎月第2金曜日の午前10時から54分間放送
されています。土地家屋調査士の仕事内容や登記の

奈良会　　『奈良県土地家屋調査士会の取り組み』
奈良県土地家屋調査士会　広報部長　　伊東　将臣

重要性について、一般の方にもわかりやすく解説す
る内容で、地元リスナーからも好評を得ています。
また、FMプラプラというアプリを使えば全国どこ
からでも聞くことができます。他府県の調査士の皆
様にも、ぜひ一度お聞きいただければ幸いです。
さらに、奈良会では、広報誌「広報なら」を年2回発

清掃活動 宮城会グッズ

FMヤマトにて
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行しています。現在は紙媒体を廃止し、奈良県土地
家屋調査士会のホームページで閲覧できる形にして
います。過去の活動報告や最新の取り組みを掲載し
ておりますので、ぜひ一度ご覧ください。また、毎
月1回、奈良県内各地で無料相談会を開催していま
す。市町村の広報誌やラジオ番組を通じて告知を行
い、土地や建物の登記に関する疑問や相談に応じる
ことで、地域住民の信頼を得る活動を続けています。
令和6年には、奈良市内の小学校で測量体験学習
を実施しました。この取り組みでは、小学6年生を
対象にトータルステーションを使った測量作業を体
験してもらい、グラウンドに学校のキャラクターの
絵を地上絵として再現しました。完成した地上絵は
ドローンで撮影され、子どもたちにも測量の楽しさ
を伝えることができました。このような体験学習は、
土地家屋調査士の仕事を身近に感じてもらう良い機
会となり、次世代への啓発活動としても意義深いも
のでした。

また、奈良会には広報活動
を支えるオリジナルキャラク
ター「ナイトくん」がいます。
このキャラクターは、境界鋲
をモチーフにした剣「サーベ
ル」と境界プレートを象った
盾を携えた騎士の姿をしてお
り、前広報部長の奥様がデザ
インしてくださいました。ナ
イトくんは、奈良会の活動を

親しみやすく紹介するための象徴的な存在として、
広報活動に活用されています。

奈良会オリジナル
キャラクター
「ナイトくん」

奈良会は地域貢献にも積極的に取り組んでおり、
その一環として毎年開催される奈良マラソンにボラ
ンティアとして参加しています。地域のイベントを
支えることで、土地家屋調査士の存在を広く知って
いただく良い機会となっています。
また、奈良市内にある奈
良県土地家屋調査士会の会
館は、平成20年に旧会館の
老朽化と境界問題相談セン
ター奈良の設立を機に新築
されました。この鉄骨造2
階建ての建物には、1階に
事務局と相談センター、2
階に60名が利用可能な研修
室があり、会員の研鑽の場
としても活用されています。
奈良会は春日支部、三室支部、葛城支部、三輪
支部の4支部で構成され、令和6年12月現在の会員
数は178名（うち女性会員2名）です。会員の年齢構
成は20代4名、30代5名、40代26名、50代61名、
60代39名、70代38名、80代5名で、平均年齢は
59.28歳となっています。会員の減少や高齢化が課
題となっていますが、役員や事務局スタッフが一丸
となり、地域社会に根ざした活動を続けています。
奈良県土地家屋調査士会は、会員数178名の小さ
な会ですが、地域の皆様の信頼に応えるため、広報
活動や地域貢献に力を入れています。他府県の調査
士会の皆様とも連携を深めながら、奈良の地で活動
を続けてまいります。今後も奈良会の取り組みにご
注目いただければ幸いです。

奈良県土地家屋調査士会館

無料相談会 奈良マラソンボランティア
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はじめに

第9回の研究大会は、昨年に引き続き、会場型と
オンライン配信を併用したハイブリッド形式により
開催されました。
今回の研究大会は、商業・法人登記の部のメイン
テーマを「担保法制の見直しの行方」、不動産登記の
部のメインテーマを「震災と登記」とし、テーマに応
じ、研究者である教授、実務者である司法書士及び
土地家屋調査士から報告がありました。

挨拶

午前の部の開始に先立ち、法務省民事局民事第二
課長の大谷太様からご挨拶がありました。また、午
後の部においては、本大会を共催している日本土地
家屋調査士会連合会の岡田潤一郎会長の挨拶があり
ました。

午前の部　テーマ「担保法制の見直しの行方」
研究報告①　「担保法制の見直しによる「対抗要件」
概念の課題」

報告者　和田勝行氏
（京都大学大学院法学研究科教授）

和田氏からは、①対抗要件の種別
に応じて優先順位に序列を設けるこ
との可否、②集合動産譲渡担保の効
力が新たに加入した個別動産に及ぶ
場合、当該個別動産に係る集合動産
譲渡担保権が対抗力を具備するのは
いつの時点か（「対抗要件具備時説」
vs.「加入時説」の問題）、③留保所有権を第三者に
対抗するために対抗要件具備は必要かの3点につい
て、動産・債権担保法制の見直しの過程で対抗要件
の要否・効力をめぐる問題が議論され、従来の議論
との関係や理論上・実際上の当否が問われる問題が
浮上していることの報告がありました。

和田勝行氏

日本登記法学会 第 9 回研究大会日本登記法学会 第 9 回研究大会

日 時　令和6年11月23日（土）午前10時～午後5時30分
開催形式　①会場：司法書士会館　地下1階　日司連ホール

②オンライン会議システム「Zoom」を利用したオンライン会議形式
共 催　日本司法書士会連合会、日本土地家屋調査士会連合会
後 援　法務省

プログラム
午前テーマ　「担保法制の見直しの行方」

研究報告①	 和田勝行氏（京都大学大学院法学研究科教授）
研究報告②	 伊見真希氏（司法書士）
コメンテーター	 生熊長幸氏（大阪市立大学名誉教授・岡山大学名誉教授）

午後テーマ　「震災と登記」
研究報告①	 舟橋秀明氏（金沢大学大学院法学研究科准教授）
研究報告②	 曽根裕氏（司法書士）
研究報告③	 石野芳治氏（土地家屋調査士）
コーディネーター	 今川嘉典氏（司法書士）
コメンテーター	 山野目章夫氏（早稲田大学大学院法務研究科教授）

研究所理事　　桑原　淳
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研究報告②　「担保法制の見直しによる登記実務上
の課題」

報告者　伊見真希氏（司法書士）
伊見氏からは、法制審議会第189

回会議において、諮問第114号「動
産や債権等を担保の目的として行う
資金調達の利用の拡大など、不動産
以外の財産を担保の目的とする取引
の実情等に鑑み、その法律関係の明

確化や安定性の確保等の観点から、担保に関する法
制の見直しを行う必要があると思われるので、その
要綱を示されたい。」を調査審議するために、令和3
年に設置された法務省法制審議会担保法制部会が終
盤に差し掛かっていること、また、担保法制部会に
おける対抗要件、競合する担保権の優劣及び動産債
権譲渡登記に関連する論点の概要についての報告が
ありました。

令和6年度通常総会

午前の部の終了後、令和6年度の日本登記法学会
通常総会が開催されました。議長に理事長の横山美
夏氏（京都大学大学院法学研究科教授）が選出され、
①令和5年度事業報告及び収支決算報告承認の件、
②令和6年度事業計画及び収支予算案承認の件が上
程され、可決承認されました。

午後の部　テーマ「震災と登記」
研究報告①　「不動産登記の機能・再考」

報告者　舟橋秀明氏
（金沢大学大学院法学研究科准教授）

舟橋氏からは、被災地の復旧・復
興に際して不動産登記はいかなる貢
献ができるかについて、不動産登記
が有する機能（はたらき・効果）を中
心軸に考察された上で、災害に際し
て不動産登記の機能を最大限に発揮
させるために必要な前提条件とし
て、①登記情報の真正性の確保、②所有者不明土地
の解消、③地図情報の更新と地籍調査の進捗の3点
が今後の課題であるとの報告がありました。

伊見真希氏

舟橋秀明氏

研究報告②　「震災後における登記実務の諸問題」
～令和6年能登半島地震を踏まえ～

報告者　曽根裕氏（司法書士）
曽根氏からは、令和6年能登半島
地震および令和6年奥能登豪雨によ
る人的・建物被害の状況を解説した
上で公費解体と登記、令和6年能登
半島地震における固定資産評価の影
響、住宅再建にかかる登記と登録免

許税の免除措置について、現状抱えている課題や官
公署に要望している事柄の説明がありました。
これまで大規模災害における登記実務について
は、その発災後に住宅再建に至るまで比較的着目
されることは少なかったが、令和6年能登半島地震
においては、被災者建物の相続登記の未了や未登記
により公費解体申請において相続人全員の同意を求
めるケースが多く見受けられたことで社会問題とな
り、早期の段階で登記制度が注目されたのではない
かと考えている。5月28日の環境省・法務省の通知
により、建物性が認められない倒壊建物については
公費解体より前に職権滅失登記を行う運用に変更さ
れました。従来の公費解体完了後に職権滅失登記が
行われていた運用から変わったことで、公費解体の
処理が前進することが期待されるとの報告がありま
した。

研究報告③　「震災後における登記実務の諸問題」
～表題部に関する登記～

報告者　石野芳治氏（土地家屋調査士）
石野氏からは震災時および震災後

の被災地の状況について、土地家屋
調査士の視点から説明があり、土地
家屋調査士による復興支援、公費解
体を行う上で現地において直面した
問題、今後も起こり得る災害に対して
の備えについての報告がありました。
土地家屋調査士による復興支援として、石川県士
業団体による相談会、罹災証明書発行に係る調査補
助、公費解体を促進するために職権滅失登記に係る
実地調査書の補助資料作成などの業務の説明があり
ました。
公費解体を行う上で現地において直面した問題と

曽根裕氏

石野芳治氏
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して、申請物件と固定資産課税台帳との照合、相続
未登記や住所変更未登記、増築や附属建物の変更登
記などに課題が見られました。また、土地に関して
は、不動産登記法第14条第1項に規定されている
地図が存在しないため、建物所在地の特定に課題が
ありました。また、液状化被害についても問題点が
指摘されました。
今後も起こり得る災害に対しての備えとして、相
続登記や住所変更登記が重要であることはもちろん
のこと、従来建物所有者の義務である建物表題部に
関する登記を適切に行うことや、不動産登記法第
14条第1項地図の整備、国土調査の実施の推進が重
要であるとの認識が示されました。

おわりに

今回の研究大会では、午前と午後で計5つの報告
がなされ、それぞれ活発な討議及び意見交換が行わ
れました。午前の部では、研究者である和田氏から
「担保法制の見直しによる「対抗要件」概念の課題」、
実務家である伊見氏からは「担保法制の見直しによ
る登記実務上の課題」というテーマでの報告があり
ました。いずれの報告につきましても、今般の担保
法制の見直しの契機として、多様な資金調達手法を
整備し不動産担保や個人保証に過度に依存しない資
金調達方法を確立する必要性が指摘されているとい
う観点を踏まえつつ、現行の担保法制の見直しの重

要性を再認識することができたとともに、不動産登
記と異なる制度設計である不動産債権譲渡登記の利
便性が向上し、より多くの場面で活用されるための
ご示唆をいただきました。
午後の部では、研究者である舟橋氏から「不動産
登記の機能・再考」、実務家である曽根氏と石野氏
からは「震災後における登記実務の諸問題」をテーマ
に、司法書士と土地家屋調査士というそれぞれの立
場からの報告がありました。いずれの報告につきま
しても、震災時において不動産登記が果たす役割や
重要性を認識することができました。私たちが実務
家としてできることは何かを改めて考える契機にも
なりました。全体を通しての所感として、研究者と
実務家とを架橋する学術フォーラムという日本登記
法学会の理念に相応しく、各報告者の方々からの知
見と経験が共有され、登記制度の未来に向けて検討
を深める機会となりました。
現在、石川県では、能登半島地震からの復旧復興
に向けた取り組みが進められているところです。こ
のような社会の困難変化に伴う様々な要請に応える
べく、これからも本学会が研究者と実務家の協働に
より研究発表を実施し、社会に向けて発信されるこ
とを期待します。
研究大会の報告につきましては、日本登記法学会
の会員は同学会のウェブサイトから見ることができ
ますので、是非会員になっていただければ幸いです。
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【違うと言うことの正しさ】

今までの土地家屋調査士業務で大切にしているもの
は何ですか？
んー、測量機器にしても技術の高精度化が目まぐ

るしいよね。自分は正直追いつけないですよ（笑）。そ
のうちミラー1本だけ持って現場に行く時代になるの
では？なんて考えたりします。そんな時代を迎えたら
土地家屋調査士そのものが必要になるのか？なんて
想像したりするけど、土地家屋調査士業は人が財産
をもっているということにおいて安心感を与える職業
で在り続けなければならない職業だと思うの。
だから、自分が40数年仕事をしてきて、隣接者
に対しても信頼関係を大事にしてきたかなって気が
します。時には依頼者に対しても、隣接者に対して
も「違っていることは違う。」と言えること。これは
最も大切なことだと感じています。

【丁寧な準備に近道なし】

20年後の土地家屋調査士に伝えたいことはありま
すか？

それと現在業務で壁にぶち当たっている人に対して
伝えたいこともお願いします。
「仕事をする時に当事者にならないこと。報酬を支
払うのが依頼人だからといって、依頼人の立場だけ
で業務に当たるのではなく、いつも隣接者の意見に
耳を傾け、その正当性も尊重しなくてはならない。」
これは、自身新人時代に土地家屋調査士の先輩か

ら言われて大切にしてきた言葉です。
報酬をいただくために業務を遂行するということで

はあるけど、最終的に「あなたに頼んで良かった。」と
か、「隣を測量したのがあなたで良かった。」と言って
もらえるよう常に心掛けて業務を行ってきたつもりで
す。いかに安心感を与えられるか。そのためにも準備
を怠らないこと。常に想定される事柄に対して疑いを
持って、そこから得られる回答や対応を用意する。
それと配慮だね。事前調査は当然のことだけど、
作業をするときは隣接者に文書を持って挨拶に行く
こととか、下見段階でも土地家屋調査士ロゴがある
作業服等を着て立場を明らかにして行動する。周囲
の人に例え仕事内容が分からないとしても、不安緩
和につながると思います。合理性を求める時代だけ
ど、基本的なことに手を抜かないことも大切にして

第6回　「温故知新」移り行く時代を馳せるとは
宮城会　　田中　吉之　会員

移り行く時代の中で「良いものは良い。悪いものは悪
い。」を持論として、いかなる組織や立場の方にも一貫
した姿勢で向き合ってきた田中会員は、昭和56年開業
の今年で44年目のキャリアを迎えました。忖度なしの
本音を聞き出して、本誌に可能な限り掲載できる箇所
を纏めてインタビュー記事として仕上げました。
土地家屋調査士愛あふれる田中流の言い回しを勘案
して、原文のまま掲載することとさせていただきます。

略歴
昭和56年　　土地家屋調査士登録
平成25年　　宮城県土地家屋調査士会仙台支部長
平成27年　　宮城県土地家屋調査士会副会長
平成29年　　宮城県土地家屋調査士会相談役（現在）
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もらいたい。我々は、人の感情と向き合い続ける仕
事だから、時間を掛けて入念により丁寧な準備を行
う。これに勝るものはないと信じる。

土地家屋調査士になって一番ピンチだったエピソード
詳細は伏せますけど、「場合によっては懲戒処分の
対象になる。」と言われて、その立場におかれた時だね。
あの時、他方から説得や書類の提出を求められま
したけど、全て固辞しました。調査不足を散々指摘
されたけど、絶対の自信があったし、それを裏付け
る確たる書証も持ってました。前段に言った準備を
怠らなかった結果、自分自身を防御することにつな
がったと思うし、あらゆる立場に一貫して主張し続
けられたと思います。でも、家族やこれからのこと
が頭をよぎり続けてたけどね。（笑）

【自分は上に立つ人間ではない。】

キャリアの中で何を得ることができましたか？
自分は上に立つ人間では決してないです。でも、誰
に対しても話せる立場にいましたから、役回りなのか
分からないけど、トップと各会員との橋渡しをさせられ
ました。「いいことも悪いこともハッキリ言わせてもらう
よ。」って常に伝えました。だから、土地家屋調査士の
同僚や先輩だったり、仲間の補助者だったり、様々な
恩恵を受けたし、自分も当然のごとくあらゆる角度から
お返しも欠かさなかった。そこで見聞きした所作や技
術のいい面は、全部真似させていただいた。本当に自
分は恵まれていて、いろんな方から目を掛けてもらって、
懇意にさせていただき、いつも協力体制にあったので、
その中で話し合いや資料の提供などをする場の仲介を
することで、少しずつ周囲から信頼を得られたのでは
と思っている。これが自分の掛け替えのない財産です。

土地家屋調査士業務について考えていることをお聞
かせください。
これから仕事をしていく方。特に入会してから10
年くらいの人たちは、とにかく大変だと思います。自
分が開業してしばらくは一律の報酬額基準があった。
新人、ベテラン関係なく同じ金額をいただくことが可
能だったけど、今はそうじゃない。はじめに安価な報
酬額設定を行えば、その後金額を上げることは容易
ではないでしょう。費用的なことから考えて、土地家
屋調査士として長く生活を安定させるためには、自
分だけのプラスアルファを如何に確立していけるか、
なのかな？その点は危惧してならないです。自分は

365日24時間仕事を考えてきました。これは若い方
には酷だけど、そんな時代だったのでしょうね（笑）。
再三言ってきたが、基本的なことに手を抜かない
こと。これを徹底してほしいです。
ほんの少しかもしれないが、全体でそれが行えれ
ば周囲の土地家屋調査士に対する一定の認知を得ら
れるし、好印象にもつながっていくのだと考えます。
そして、それが巡り巡って自分の利益になって返っ
て来ると思います。

【二世に生まれ二世に対して】

最後に、今伝えたいこと感じていることを聞かせて
ください。
宮城会だけなのか全国的になのか分からないけ
ど、土地家屋調査士という職業を知っている人はま
だまだ少ないと思う。その中で土地家屋調査士を志
す人も限られていく。親の仕事ぶりを見て育ってき
た土地家屋調査士の二代目が増えていくのは当然の
道理なのかと感じています。
自分も父親が法務局職員だったから二代目だと
思ってますし、私の息子も土地家屋調査士として
日々あくせく業務や会務に邁進しているようです。
特にそういった人たちには、親や先輩の仕事を見
て良いものは取り入れて利用すればいいし、自分が
見て納得できないものや時代に即わないものは、ど
んどん消除していけばよい。それがこれからの土地
家屋調査士を担う方々に重要だと思う。
それと、自分も開業当時助かったのは仲間の存在
でした。この業界内での仲間の大切さを一度考えて
ほしいと感じます。様々なコミュニティーを作って、
いい事・悪い事・面白い事・正しくないこと、愚痴
を吐く機会も含めて自分を成長させる話し合いがで
きた。そのような交流を積極的に図ることはとてつ
もなく大事。お酒を酌み交わすこと以外でも、これ
は絶対的な財産になるということを確信します。

広報員　　我妻　諭（取材・文）
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目的

税務署の創設から成長した土地調査員は、昭和20
年（1945年）の敗戦を経て、昭和25年（1950年）に土
地家屋調査士法が制定され、法務局の管轄の下で土
地家屋調査士制度が確立されました。土地家屋調査
士法制定後、昭和35年（1960年）には土地台帳と登
記簿の一元化が進められ、土地家屋調査士制度の骨
格が形成されました。そのため、税務署から法務局
への所管変更があったにもかかわらず、土地家屋調
査士の専門性は一貫して維持されてきたことがわか
ります。これらの変遷を通じて、土地家屋調査士の
専門性がどのように社会で活かされてきたのか、ま
た今後どのように活用していけるのかを明らかにす
ることが重要です。本研究は、「土地家屋調査士の
進むべき道」および「土地家屋調査士制度のあり方」
を探求し、今期の研究所での研究成果を踏まえて、
表示登記制度をはじめとする土地家屋調査士業務に
関連する知見を活かし、制度の維持・発展に資する
『調査士戦略』を提言することを目的としています。

変遷の概要

明治29年（1896年）民法を制定、明治31年（1898
年）不動産登記法の制定から、税務署の業務が本格
化し、地租は酒税や所得税と並ぶ重要な財源となり
ました。税務行政の統一化が進む中で、土地の異動
（所有権の移転や譲渡）が増加し、それに伴い土地台
帳の整備や正確な測量結果が求められるようになり
ました。土地異動の届出には、正確な測量図の添付
が義務付けられました。土地調査における専門的な
知識と技術の必要性が高まり、税務当局は測量方法
の普及や異動地申請事務の周知を目的として測量講
習会を開催し、土地調査員の養成を進めました。こ
れにより、土地の異動に関する詳細な調査や測量が
行われるようになり、土地調査員の役割が重要視さ

れるようになりました。次第に「登記所申告のため、
土地の異動の沿革を詳細に調べ、正確な測量結果を
把握する土地調査員」が評価され、税務署における
職務の独立性が認められるようになりました。昭和
3年（1928年）10月には、長野県松本税務署管内で
土地調査員会の創立総会が開催され、会則が制定さ
れました。

（抜粋）第十三条会員ハ常ニ異動地ニ留意シ遅
滞ナク申告書ヲ作成シ市町村役場経由ヲ以テ
税務署長ニ提出スルモノトス

昭和13年（1938年）秋、長野県内の全ての土地調
査員会が集まり、長野県土地調査員会連合会が結成
されました。この連合会は、土地調査員の国家資格
取得を目指して、他府県の土地調査員会への協力と
連携を呼びかけました。しかし、昭和16年から18
年（1941年～ 1943年）の間に3回行われた請願活動
は実現には至らず、また戦争の影響により運動は中
断しました。昭和20年（1945年）8月15日、終戦
を迎え、GHQの占領政策による抜本的な制度改革
が進められる中、昭和21年（1946年）に長野県から
全国の土地調査員会へ向けて土地調査員の国家資格
制定を求める請願運動が再開されました。この運動
は、昭和24年（1949年）には「土地家屋調査士法請願」
と改称され、さらに強化されました。その後、戦後
の税制改革に伴い、土地および家屋に関する税務が
市町村に移管される準備が進められるとともに、土
地および家屋台帳業務を担う法務局体制の整備も始
まりました。同年（1949年）には、「司法事務局」が「法
務局および地方法務局」に改称され、「主税局」が「国
税庁」に改称されるなど、制度改革に向けた準備が
整いました。そして、昭和25年（1950年）7月31日、
地方税法、土地台帳法などの一部改正が行われ、さ
らに土地家屋調査士法を含む3つの法案が成立した
ことにより、土地家屋調査士制度が創設されました。

研究テーマ2
「土地家屋調査士制度」に関する研究

研究員　　松本　誠吾（長野会）
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（目的）第一条　この法律は、不動産登記の基
礎である土地台帳及び家屋台帳の登録事項の
正確さを確保するため、土地家屋調査士の制
度を定め、その業務の適正を図ることを目的
とする。

その後、地租および家屋税は市町村が課税評価を
行い、固定資産税として課されることとなりまし
た。これに伴い、固定資産税台帳が整備され、課税
登録事務を担当していた土地および家屋台帳は登記
所（法務局）へ移管されました。役割の分離により、
台帳に異動があった場合、地方税法第382条に基づ
き、登記所から市町村長への通知規定、いわゆる「税
通制度」が定められました。このため、土地家屋調
査士の使命は、土地台帳および家屋台帳の登録事項、
すなわち不動産の権利の客体の正確性を確保するこ
ととなりました。法務局管轄の下、昭和25年（1950
年）11月13日に日本土地家屋調査士会連合会の第
1回総会が開催されました。翌昭和26年（1951年）
10月7日には、第1回土地家屋調査士選考試験が実
施され、同年には建築士資格が保有資格に追加され
ました。昭和27年（1952年）4月28日、アメリカ
との平和条約によりGHQが解体され、日本は主権
を回復しました。同年、法務府は法務省に改称され、
民事局から市町村官吏が土地家屋調査士業務を営も
うとする者でない限り、登録できないことが定め
られました。昭和31年（1956年）には強制加入制度
（いわゆる強制会）が導入され、会則の大臣認可制度
が設けられました。また、土地家屋調査士は法令や
会則等を遵守することが求められるようになりまし
た。昭和32年（1957年）には、土地家屋調査士の年
計表や事件簿の取り扱いに関する規定が整備されま
した。昭和34年（1959年）には、弁護士が土地家屋
調査士の業務に関する申請手続きを行うことができ
ないことが明確にされました。昭和35年（1960年）、
土地家屋調査士法附則第3項に基づき、調査士とし
ての資格を有する者は昭和35年9月30日までに登
録しないと資格を喪失するという通達が出され、こ
れにより土地家屋調査士制度の骨格が形成されまし
た。以上が、土地家屋調査士制度の大まかな流れで
す。

考察

昭和35年（1960年）に不動産登記簿の一元化（表
示登記と権利登記の統合）が行われ、それ以降、不
動産登記簿は信頼性の高い土地・建物情報のデータ
ベースとして、不動産取引やインフラ整備、融資実
行など、さまざまな経済活動において重要な役割を
果たしています。また、火災や自然災害などの保険
制度における担保評価としても利用されています。
かつて税務署が養成した土地調査員と、法務局の下
で業務を行う土地家屋調査士には共通する専門性が
あり、これは社会が求める「特殊技能」と言えるで
しょう。この「特殊技能」の中には、時代の進展に伴
い、ヒューマンエラーを解消する無人化技術、例え
ばロボットや自動化機器が代替する分野もあります
が、土地家屋調査士の業務がAI機器に取って代わ
られるかどうかは、現場で直面する課題に柔軟に対
応できる「特殊技能」を持ち続けている限り、難しい
問題ではありません。「骨太の方針2024」では、今
後の中長期的な経営戦略を策定し、SDGs（持続可
能な開発目標）の達成を目指して、日本の未来に向
けたDX（デジタルトランスフォーメーション）や
AI（人工知能）の導入を推進しています。土地家屋
調査士は、これらの新たなツールを現場でどのよう
に活用し、人口減少社会において国土の安定をいか
に維持していくかが問われています。土地家屋調査
士は、改めて国家が求める専門職として重要な役割
を担っていると考えます。

提言

今期の研究所の成果として、以下の研究が挙げら
れます。

・表示登記制度に関する研究
・先端技術に関する研究
・法第25条第2項に関する研究
・狭あい道路に関する研究

これらの研究は、未来を見据えた「調査士戦略」を
考えるうえで重要なインセンティブが詰まっていま
す。これを踏まえ、以下の3つの提言を行いたいと
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思います。

①「ゴーイングコンサーン」（継続の前提条件）
制度の論理に基づく「倫理綱領1．使命、2．公正、

3．研鑽」の専門性を、内外に対して明確に示す必要
があります。これにより、土地家屋調査士としての
責任と信頼性を社会に示すことができます。

②「ステークホルダー」（利害関係者）
司法、立法、行政機関をはじめ、金融機関や保険
機関など、さまざまな利害関係者と密接で良好な関
係を築くことが必要です。このような関係を強化す
ることで、土地家屋調査士の社会的地位を確立し、
専門職としての信頼を高めることができます。

③「タフアサインメント」（能力開発）
変化を恐れず、未来を築くための人材育成が重要
です。特に、技術革新や社会の変動に柔軟に対応で

きる能力を持つ人材の育成が求められます。新たな
時代に対応するために、継続的な学びと専門性の向
上が必要です。これまでの先輩たちは、デモンスト
レーターとしての役割を果たしながら、後輩に対し
てインストラクターやトレーナーの役割も担ってき
ました。しかし、現在、社会のニーズはキャリアだ
けでは満たされません。特に社会の構築には、DX
やITツールを活用した私たち特有の専門性がます
ます求められていると考えることが賢明です。先人
たちが現場で得た膨大な情報は、昭和の時代の技能
と平成およびZ世代の技能を共有することで、「調
査士戦略」の新たな領域が開かれると期待されます。
また、国境紛争や難民問題など、世界的な視点で土
地家屋調査士の専門性を活かせる時代を迎えている
と考えています。このような時代において、土地家
屋調査士の専門性は国際的な場でも大いに活用され
る可能性が高いでしょう。
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第24回あいち境界シンポジウム
「とどけ新時代へつなげよう地域力～震災に強いまちづくり～」

令和6年10月29日、毎年恒例となった愛知県土
地家屋調査士会の境界シンポジウムが開催されまし
た。第24回を迎える今回は、「とどけ新時代へ つ
なげよう地域力」というテーマのもと、災害時の対
応力強化、人口減少下での地域力の維持・向上、震
災に強いまちづくりについて、様々な視点からの議
論が行われました。
基調講演では、まず国土交通省国土政策局長の黒
田昌義氏の講演がありました。黒田氏は名古屋市出
身で、名古屋市住宅都市局長の在任時にはリニア開
業に伴う名古屋駅周辺整備や久屋大通公園の再開発
を推進したことがあり、愛知県にゆかりのある方で
す。今回は重要な公務のため、録画での講演となり
ました。「人口減少時代の国土政策」というテーマ
で、人口減少や流出の加速による利便性の低下の悪
循環、そして巨大災害リスクの切迫という、大きく
2つの問題があることを話していただきました。そ
の対応策として、シームレスな拠点連携型国土の形
成、地方への人の流れの創出（二地域居住）、地域生
活圏の形成、国土の強靭化・半島防災などに取り組
んでいるという内容でした。
次に、名古屋大学名誉教授の福和伸夫氏による基
調講演「能登と日向灘に学ぶ南海トラフ地震対策」が
ありました。福和氏は、災害をテーマにしたテレビ
番組によく出演されている方で、分かりやすい説明
に、会場全体が熱心に耳を傾けていました。講演内
容は、南海トラフ地震対策として耐震化の重要性を
強調しており、地震の際、建物の揺れ方や耐震基準

に問題があることを指摘されていました。人口減少
地域では、人口減少と耐震化率の関係について説明
があり、高齢化が進む地域では耐震化が遅れている
とのことでした。市町村別の耐震化率のデータを示
しながら、耐震化の重要性について説明があり、特
に愛知県の一部地域では耐震化率が低く、空き家を
含めると実質10％程度である可能性があるとのこ
とでした。この指摘は、愛知県民にとって特に重要
な問題提起と言えるでしょう。
第2部では、「震災に強いまちづくり」をテーマに
パネルディスカッションが行われました。様々な分
野の専門家が集まり、活発な意見交換がなされまし
た。基調講演に引き続き、福和伸夫氏がコーディネー

開 催 日：令和6年10月29日（火）
開催場所：ウインクあいち大ホール
主 催：愛知県土地家屋調査士会

愛知会　梅村会長

第24回　あいち境界シンポジウム
「とどけ新時代へ　つなげよう地域力

～震災に強いまちづくり～」
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ターを務め、パネリストとして、被災地である石川
県の土地家屋調査士、有川宗樹氏（石川県土地家屋
調査士会 会長）、防災ボランティアの山田厚志氏（株
式会社山田組 取締役会長）、まちづくり機関の藤井
由佳氏（公益財団法人名古屋まちづくり公社 名古屋
都市センター事業部長）、コメンテーター兼パネリ
ストの中川雅章氏（国土交通省中部地方整備局 副局
長）が参加しました。
有川氏からは、能登半島地震の経験談として、災
害時の課題として通信の困難さ、インフラの崩壊、
避難所生活の厳しさ、情報の混乱などを挙げられま
した。また、土地家屋調査士の役割として、被災建
物の滅失登記調査や罹災証明の現地調査補助、相談
会の開催などを行ったことも報告されました。
山田氏は、建設業者の立場から災害復旧活動への
取り組みを説明し、名古屋市上下水道局からの要請
で能登半島地震の復旧支援を行ったことを報告しま

した。また、地域防災大会の開催など、地域のコミュ
ニティ形成と防災意識向上のための取り組みについ
ても紹介がありました。
藤井氏からは、名古屋都市センターの活動として、
地域まちづくり活動の支援や、防災減災に関する活
動助成について説明がありました。また、地区の減
災まちづくりガイドラインや、まちづくり情報シス
テム（ISM）の活用について紹介がありました。
中川氏からは、国土交通省の立場から、緊急災害
対策派遣隊「TECFORCE（テックフォース）」の派遣や
災害対応の課題について説明があり、地方整備局の
役割や今後の防災戦略の必要性を強調していました。
パネルディスカッションでは、地域力の向上、官
民連携の重要性、土地家屋調査士の役割、地籍調査
の必要性などが議論されました。最後に、人口減少・
高齢化が進む中で、災害への対応能力を高めるため
に、地域のコミュニティ力を強化し、様々な主体が
連携して総合力で対応していくことが重要であると
の結論に至りました。
今回のシンポジウムでは、石川県土地家屋調査士
会の有川会長から能登半島地震のお話を伺えたこと
が印象に残っています。被災地で活動された方の生
の声は、メディアの情報とは異なるリアリティがあ
り、深く考えさせられるものでした。防災・減災に
ついて考える良い機会になりました。シンポジウム
実行委員会をはじめ、このシンポジウム開催にご尽
力いただいた皆様に感謝申し上げます。

広報員　　中島　健太（愛知会）

パネルディスカッション①

パネルディスカッション②

パネルディスカッション③
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ADR民間紛争解決手続代理関係業務
法務大臣認定 土地家屋調査士になろう！

　時代に即応した専門知識・素養・倫理観を習得し、複雑化・高度化する

社会のニーズに対応しよう！

　弁護士と共同受任して境界の紛争を解決するＡＤＲ認定土地家屋調査士

を目指そう！

民間紛争解決手続代理関係業務

���
法務大臣認定土地家屋調査士になろう！

　そんな時の
トラブルは私が
　解決します

裁判せずに解決する

方法はないかな～？

45 時間の集中研修で

ＡＤＲ代理人として

必要な知識を習得します。

基準を満たした場合

ＡＤＲ代理関係業務を

行うのに必要な能力を

有すると認定されます。

→　　　　　　→研修　　考査　　認定

研修で培った能力を

検定します。

広報キャラクター「地
ちしき

識くん」
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？？特別研修とは特別研修とは

第20回土地家屋調査士特別研修日程
○ 基礎研修	 令和7年6月30日（月）～7月13日（日）
○ ガイダンス	 令和7年7月22日（火）
○ グループ研修	 令和7年7月22日（火）～8月21日（木）
○ 集合研修・総合講義	 令和7年8月22日（金）～24日（日）
○ 考査	 令和7年9月 6日（土）

目　　　 的
土地家屋調査士が、土地家屋調査士法第3条第2項第2号による法務大臣の認定を受けて、同条第1
項第7号及び第8号に規定する業務（民間紛争解決手続代理関係業務）を行うために必要な能力を取
得することを目的としています。

受 講 対 象 者
土地家屋調査士会員（会員）及び土地家屋調査士法第4条に定める土地家屋調査士となる資格を有す
る者（有資格者）です。

受　 講　 料
新規受講の受講料は、会員は8万円、有資格者は10万円です。
※過去の新規受講において法務大臣の認定を受けることができなかった場合、再考査制度や再受講制
度（2～4万円）を適用し、安価に受検・受講が可能です（一定の条件があります。）。

カリキュラム
土地家屋調査士法施行規則第9条第1号から第3号までに定める基準（民間紛争解決手続における
「①主張立証活動」「②代理人としての倫理」「③同代理関係業務を行うのに必要な事項」）に基づき、
基礎研修から総合講義まで合計45時間の研修を行い、最後に考査（テスト）があります。
1　基 礎 研 修（17時間）：基礎的な視聴研修（eラーニング視聴）
第20回土地家屋調査士特別研修の講義は次のとおり。
憲 法（2時間）	 ADR代理と専門家責任（2時間）
民 法（3時間）	 A D R の意義と機能（4時間）
民事訴訟法（4時間）	 筆界確定訴訟の実務（2時間）

2　グループ研修（15時間以上）：少数人数のグループで討論した上で課題を作成
3　集 合 研 修（10時間）：グループ研修で作成した課題に対する弁護士の解説等の講義
4　総 合 講 義（	 3時間）：弁護士による倫理を主体とした講義
5　考 査：代理人として必要な法律知識の習得を確認（テスト）



連合会長　岡田潤一郎の水道橋通信

12月
18日　第2回登録審査会
外部有識者委員の先生方にも参集いただき、登録審
査会を開催。土地家屋調査士の登録に関する事務は、
日調連の基幹事務とも言えるところであり、今後も
慎重かつ正確、迅速な手続が求められることを強く
再認識する機会となった。

19日　全国土地家屋調査士政治連盟　第4回幹部会
全調政連の幹部会に出席させていただき、今日まで
の連携に感謝申し上げるとともに、今後の連動体制
に関してお願いさせていただいた。

19日　鈴木法務大臣表敬訪問
第二次石破内閣において就任された鈴木馨祐（けい
すけ）法務大臣を表敬訪問させていただき、資格者
を取り巻く環境をお伝えさせていただくとともに、
土地家屋調査士制度に対する期待のお話を頂戴し
た。

1月
7日　公益社団法人　日本測量協会　令和7年新年
賀詞交歓会に出席
新年を迎え、各団体の賀詞交歓会の案内を多くいた
だいた。本年最初の新年会は日本測量協会の賀詞交
歓会となった。会場の東京ドームホテルに杉山・三
戸両副会長と向かい、多くの方々と挨拶を交換させ
ていただいた。

8日　日本弁護士連合会、東京弁護士会、第一東京
弁護士会、第二東京弁護士会　新年挨拶交換会
日弁連の新年会に出席し、日頃よりお世話になって
いる渕上会長はじめ多くの先生方と新年の挨拶を交
換するとともに、来賓で出席されていた法務大臣、
最高裁判所長官、検事総長とも土地家屋調査士を代
表して、ご挨拶をさせていただいた。

8日　第9回正副会長会議
新年最初の正副会長会議を開催し、昨年からの懸案
事項と喫緊の課題を整理。

8日、9日　第8回常任理事会（電子会議）
正副会長会議に引き続き、常任理事会を招集。今年
も常任理事の顔は、どの顔も引き締まった表情であ
り頼もしい限りである。2つの審議事項と6つの協
議事項及び年度末を見据えた多くの案件と議案につ
いて、方向性を確認したところである。

8日　一般社団法人　全国測量設計業協会連合会　
令和7年新春賀詞交歓会
この日は賀詞交歓会が複数重なり、何人かの副会長
と手分けしての対応となった。私は全測連の新年会
に出席し、藤本会長をはじめ多くの方々に挨拶をさ
せていただいた。

9日　年始挨拶回り
常任理事会終了後は、副会長、専務理事、常務理事、
総務部長と共に毎年恒例の年始の挨拶回りである。
法務省、国土交通省といった関係官公庁、日弁連な
どの関係団体、日頃から土地家屋調査士制度を応援
いただいている国会議員の方々等を訪問し、新年の
挨拶をさせていただいた。

12月16日
	 ～1月16日	

連合会長　
岡田潤一郎の水道橋通信

奇跡の9連休と言われた年末年始が終わり、水道
橋周辺はいつもの年明けムードとなっている。「奇
跡」と呼ぶ割には、次の年末年始もカレンダーを見
ると9連休になりそうな雰囲気である。昭和世代の
一人としては、近年の休みの多さには閉口してし
まう。土・日・祝日、お盆、年末年始で約120日
が休日だ。概ね一年の3分の1が休みの計算になる。
「土曜日の半ドン」や「飛び石連休」なる言葉もすっ
かり聞かなくなった。とはいえ日調連会長として
は、休みの日こそ原稿の執筆や資料作成、メール
の返信、会議の準備、制度の未来を想い描くといっ
た様々な会務に対応する格好の時間であることに
間違いない。
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令和 6年 12 月 19 日に法務省において、岡田会
長は椎名全調政連会長、大竹神奈川会長、佐々木副
会長及び花岡常務理事と共に鈴木法務大臣を表敬訪
問しました。岡田会長から、土地家屋調査士制度を
取り巻く現状と表示に関する登記制度について説明
があり、鈴木法務大臣からは、国民生活の安定と向
上に資する土地家屋調査士への期待の言葉を頂きま
した。

鈴木馨祐法務大臣 表敬訪問

14日　狭あい道路解消シンポジウムに関する打合
せ（第2回）
一昨年が兵庫県神戸市、昨年は千葉市において開催
した「狭あい道路解消シンポジウム」を令和7年度は
宮城県仙台市において開催する計画であり、関係者
に集合してもらって打合せを行った。

14日　一般社団法人金融財政事情研究会新年賀詞
交歓会
詳細登記六法をはじめとする関係図書を発刊いただ
いている金融財政事情研究会（きんざい）主催の賀詞
交歓会に杉山副会長と出席。会場には、著名な法学
者の先生や法曹の方々が参加されており、土地家屋
調査士を代表してご挨拶を申し上げた。

15日　令和6年度第2回全国会長会議の議事運営に
関する打ち合わせ
全国会長会議を開催するにあたり、座長をお願いし
ている神奈川会・大竹会長を交えて議事運営及び進
行等について打ち合わせを行う。

15日、16日　第2回全国会長会議
東京ドームホテルにて、全国50会の会長および日
調連の役員が出席し、全国会長会議を開催。今回の

全国会長会議は、土地家屋調査士制度を持続可能な
形で次世代につなぐために大きな意味を持つ会議と
位置づけ、将来世代の土地家屋調査士制度を見据え
た未来志向の議論展開を意識したところである。

15日　令和7年新年賀詞交歓会
日調連、全調政連、全公連の三者による新年賀詞交
歓会を開催。会場の東京ドームホテルには、高村法
務副大臣をはじめ、法務省民事局・国土交通省の
方々、数多くの国会議員の方々、日頃から何かとア
ドバイスをいただいている顧問の先生方等、溢れん
ばかりの皆様に参加いただいた。土地家屋調査士と
して、平時から有事への備えを怠らないことが、人々
の財産保持と不安解消のために特に重要である旨を
お伝えさせていただいたところである。

16日　日本弁理士会・日本弁理士政治連盟　令和7
年新年賀詞交換会
全国会長会議が終了した後、日本弁理士会の新年賀
詞交換会に出席するため、会場の「ザ・オークラ・
トウキョウ」に向かう。鈴木会長からは、弁理士会
も受験者発掘に苦労されているとのお話を伺い、意
見交換を行った。
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12月16日～ 1月15日会 誌日務

会務日誌

12月
17日
○第8回業務部会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士職務規程について
2	 日本土地家屋調査士会連合会会則施行規則
附録第9号（領収証）について

3	 年計報告書総合計表及び事件簿について
4	 筆界特定制度について
5	 登記測量について
6	 令和7年度土地家屋調査士事務所形態及び
報酬に関する実態調査について

7	 調査士カルテMap及び不動産ID確認システ
ムについて

8	 登記・供託オンライン申請システム及び登
記情報システムについて

9	 通達集について
10	令和7年度業務部の事業計画（案）及び予算
（案）について

○第6回研修部会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 令和6年度土地家屋調査士新人研修（大阪会
場）の運営等について

2	 eラーニングコンテンツの制作について
3	 令和7年度におけるウェブ研修会開催の要
否について

4	 土地家屋調査士特別研修について
5	 令和7年度研修部の事業計画（案）及び予算
（案）について

18日
○第4回日調連関係規則等整備PT会議（電子会議）
＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士会会則モデル逐条解説集の
改訂について

○第2回登録審査会

24、25日
○第4回財務部会
＜協議事項＞
1	 中長期的な財政計画の検討について
2	 日本土地家屋調査士会連合会会費の改定に
ついて

3	 報償費について
4	 親睦事業の検討及び実施について
5	 各種保険への加入の促進及び共済会事業の
運営について

6	 各部等から提出された令和7年度予算（案）

について

26日
○第5回総務部会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士会戸籍謄本・住民票の写し
等職務上請求書取扱管理規程（モデル）の見
直しについて

2	 土地家屋調査士及び土地家屋調査士法人登
録支援システム（仮）の構築について

3	 令和7年度総務部の事業計画（案）及び予算
（案）について

1月
8日
○第9回正副会長会議
＜協議事項＞
1	 第8回常任理事会審議事項及び協議事項の
対応について

8、9日
○第8回常任理事会（電子会議）
＜審議事項＞
1	 土地家屋調査士新人研修実施要領の一部改
正（案）について

2	 土地家屋調査士研修制度基本要綱の一部改
正（案）について

＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士職務倫理規程（仮称）の新設
（案）及び日本土地家屋調査士会連合会会則
の一部改正（案）について

2	 土地家屋調査士会戸籍謄本・住民票の写し
等職務上請求書取扱管理規程（モデル）の一
部改正（案）について

3	 令和6年度における財政シミュレーション
及び日本土地家屋調査士会連合会会費の改
定について

4	 令和6年度の各種委員会委員等への報償費
の支出方針について

5	 令和7年度の事業方針大綱（案）、事業計画
（案）及び予算（案）について

6	 令和6年度第2回全国会長会議及び令和7年
新年賀詞交歓会の運営等について

15、16日
○第2回全国会長会議
＜協議事項＞
1	 令和6年度における財政シミュレーション
及び日本土地家屋調査士会連合会会費の改
定について
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2	 日本土地家屋調査士会連合会大規模災害復
興支援対策に関する規則及び関係規則の一
部改正（案）について

3	 土地家屋調査士職務倫理規程（仮称）の新設
（案）及び日本土地家屋調査士会連合会会則

の一部改正（案）について
4	 令和7年度事業方針大綱（案）について
5	 令和7年度各部等事業計画（案）について

○第2回全国会長会議における業務執行状況の
監査
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各土地家屋調査士会へ発信した主な文書

12月16日～ 1月15日

発信文書の詳細につきましては、所属の土地家屋調査士会へお問合せください。

月日 標　　　題

12月20日 土地家屋調査士制度広報用ポスターの送付について（お知らせ）

12月23日 「土地家屋調査士会ADRセンター運営報告書（令和5年度集約版）」の送付について

12月23日 土地家屋調査士会ADRセンターが実施する研修の講師陣リストの送付について

12月24日 第20回土地家屋調査士特別研修の受講者募集及び貴会会員への周知について（お願い）

12月25日 日本土地家屋調査士会連合会会報「土地家屋調査士」の会員への直送について（照会）

12月25日 登記手数料令等の一部を改正する政令案の概要に関する意見募集について（依頼）

12月25日 令和6年度土地家屋調査士新人研修（大阪会場）eラーニング（事前視聴）について（連絡）

12月25日 令和6年度土地家屋調査士新人研修（大阪会場）における当日のプログラムについて（連絡）

12月25日 研修管理システムに係る質問・要望の回答について（お知らせ）

12月26日 令和6年度第1回全国会長会議会議録の送付について

12月27日 令和6年度土地家屋調査士新人研修（大阪会場）の受講者数及び受講料等の集金について

1月6日 令和7年度予算政府案における地図整備関係予算について（お知らせ）

1月10日 日本土地家屋調査士会連合会令和6年度第4回理事会議事録

1月14日 土地家屋調査士懲戒処分事例集の作成について

1月15日 土地家屋調査士特別研修受講促進チラシ（印刷版）の送付について

各土地家屋調査士会へ発信した主な文書
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	登録

令和6年12月2日付
神奈川	 3251	 桑島	 律子
埼玉	2821	 萩原	 直哉
群馬	1105	 山本	 敬典
群馬	1106	 井上	 良
大阪	3478	 野間	 真樹
福井	 464	 小林	 学
福島	1531	 内田	 亮也
岩手	1189	 吉田	 宗史
岩手	1190	 菅崎	 貴栄

令和6年12月10日付
大阪	3479	 南部	
奈良	 471	 吉田	 隼也
岡山	1435	 三島	 速夫
福岡	2453	 新居田	一彦
福島	1532	 安藤	 宏幸

令和6年12月20日付
東京	8394	 大野	 泰伸
東京	8395	 上坂	 啓二
大阪	3480	 南條	 智正
三重	 931	 神田	 悠

	 �登録取消し

令和6年10月9日付
高知	 635	 田岡	 孝浩

令和6年10月18日付
東京	6232	 中込	 七男

令和6年10月27日付
三重	 492	 前橋	 久和

令和6年10月28日付
京都	 398	 上西	 成雄

令和6年10月31日付
岡山	1266	 吉長	 正彦

令和6年11月11日付
栃木	 550	 小林	猪一郎

令和6年11月17日付
広島	1399	 大田	 勝彦

令和6年11月24日付
鳥取	 383	 永美	 一雄

令和6年12月2日付
東京	8334	 和田	 勇一
埼玉	2164	 猪野	 正美
千葉	1478	 梶川	 憲二
大阪	3373	 藤本	 忠彦

令和6年12月10日付
神奈川	 2260	 峯	 章
神奈川	 2394	 清田	 尚
千葉	1354	 増田	 良英
新潟	2046	 渋谷	 正道
大阪	2261	 小林	 寛典
大阪	3452	 木村	 敏幸
兵庫	1353	 沼	 勇治郎
愛知	1483	 安藤	 順教
愛知	1790	 久世	 建雄
福岡	1584	 安陪	美津幸
釧路	 298	 森	 一也

令和6年12月18日付
東京	6874	 若林	 修
東京	6896	 安藤	 一典
東京	6982	 古厩	 幸男
東京	7172	 大谷	 良文
神奈川	 2651	 増井	 大助
神奈川	 3073	 金子	 顕
埼玉	2263	 小菅	 賢治

埼玉	2465	 吉冨	 正秀
埼玉	2613	 田部	 浩史
埼玉	2689	 堀江	菜々子
千葉	2074	 宮内	 育雄
千葉	2204	 飯田	 基寛
大阪	1344	 谷口	 通治
兵庫	2428	 松前	 直也
滋賀	 458	 中川	 幸明
山口	 926	 内田	 博司

令和6年12月20日付
東京	5712	 桶田	 勝旦
神奈川	 2793	 溝呂木	嘉彦
埼玉	1215	 新井	 武
埼玉	1996	 山﨑	 信忠
大阪	1908	 西山	 正一
愛知	3106	 生田	 和也
石川	 684	 中本	 満
富山	 370	 舟木	 克彦
山口	 670	 清水	 靖士
熊本	 931	 緒方	 博夫
熊本	1213	 白石	 健司
沖縄	 296	 仲宗根	善浩

	 �ADR認定土地家屋調査士
の登録

令和6年12月2日付
群馬	1105	 山本	 敬典
熊本	1228	 石山	 明子
熊本	1234	 江口	 典子
熊本	1246	 村上	 幸

令和6年12月20日付
東京	8394	 大野	 泰伸
高知	 690	 吉村	 卓朗

土地家屋調査士名簿の登録関係

土地家屋調査士名簿の登録関係

土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）第18条の規定により土地家屋調査士名簿に登録をした者、
登録の取消しをした者及びADR認定土地家屋調査士の登録をした者を次のとおり掲載する。
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ぶ
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深
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冬
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け
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傍
題
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単

ちょうさし俳壇　第 477 回

に
夕
焼
け
と
い
え
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で
あ
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が
、
冬
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夕
焼
け
に
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鮮
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ま
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提
句
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、
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住
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体
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ん
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一
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解
体
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時
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感
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い
る
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。
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来
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「
来
る
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傍
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。
年
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初
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。
新
春
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ら
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ま

の
年
と
も
い
う
。
陰
暦
で
は
新
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春
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ほ
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だ
っ
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と
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新
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か
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と
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ま
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。
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あ
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国民年金基金だより

して一定の収入を確保することができます。特に何
もしなければ、収入は国民年金のみとなり、その年
金額は満額でも月68,000円（令和6年度）です。
貯蓄はもちろんですが、将来資産のひとつとして
国民年金基金を検討してみてはいかがでしょうか。

「子育てでお金がかかるから」
子育て期間中で負担が多くなる時期は掛金を減ら
す事ができ、後で増やす事もできます。また、掛金
は社会保険料控除の対象（81.6万円まで）となり、所
得税、住民税が軽減されるので、実質の掛金は少な
くなります。
子供で負担がかかるからというより、将来子供に
負担をかけないようにという考えで、無理のない範
囲で1口からでも始めてみてはいかがでしょうか。

「ほかの投資の方が」
投資、株は大きなチャンスがありますが、値動きが
気になり本業がおろそかになる危険性があります。
国民年金基金は、手続きが簡単で運用は不要、節
税効果が高いので国民年金基金をベースにし、それ
からNISA、iDeCoを検討してみてはいかがでしょうか。

人生100年時代に向けてライフプランを考えるこ
とが大事です。そのライフプランの中に国民年金基
金を検討してみてはいかがでしょうか。

岩手県土地家屋調査士会の阿部と申します。
昭和47年生まれで52歳になります。土地家屋調
査士になる前は、ハウスメーカーで営業をしており
ました。お客様に安心して住宅を購入して頂くには、
「教育資金」「住宅資金」「老後資金」の3大支出を中心
としたライフプランを提案する必要があったため、
1級FPを取得し様々な提案をしておりました。ハ
ウスメーカーを退職後に自分の事としてライフプラ
ンを考えると、将来資産のひとつとして厚生年金に
比べ国民年金は少ないため、上乗せとして何か考え
なければと思っていたところに、タイミング良く研
修時にパンフレットが配られておりましたので、内
容を確認し国民年金基金にすぐに加入致しました。

皆さんも案内等はよく見られると思いますが、
「会社員と違い、土地家屋調査士は退職がないから」
「年金は先の事だし、今は子育てでお金がかかるから」
「貯金をすればいいし、NISA、iDeCoの方が」
と開けずにそのままの方も多いと思います。

「土地家屋調査士は定年退職がないから」
自営業者は定年退職が無いので、自分の意思で仕
事を長く続けることも辞めることもできます。会社
員と違い非常に魅力的な事ですが、ハウスメーカー
を辞める時に妻に土地家屋調査士は退職が無いから
と言われ現在に至っておりますので、私の場合はた
ぶん妻の意思になりそうです…。
いずれにしても長く続けるには、健康であること
が必須となります。いつまで働くことができるか？
「人生100年時代」とよく言われますが、健康寿命
で見るとどうでしょうか。
WHOの統計では、日本人の健康寿命は75歳程度
と言われております。世界一だそうです。80歳を
超えて元気にお仕事をされている方も当然いらっ
しゃいます。
国民年金基金は終身年金のため、年金の上乗せと

国民年金基金

岩手会　　阿部　直輝

― 先輩からのメッセージ ―

ライフプランの中に国民年金基金を
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Vol.171公嘱協会情報公嘱協会情報
全国公共嘱託登記土地家屋調査士協会連絡協議会

公嘱協会情報　Vol.171

　令和6年度地図実務研修会の開催報告

令和6年11月25日、東京都千代田区のホテルメ
トロポリタンエドモント「ブバリア」の会場からの
Zoom配信により、令和6年度地図作成実務研修会
が開催されました。前回開催した令和4年度は、新
型コロナウイルス感染拡大予防のため、初めての完
全Zoom配信であり、今回で2回目となりました。
前回の開催では受講人数の限度がありましたが、
今回は開催の計画段階から、数多くの協会社員が個
人事務所で受講できるようにと、令和6年11月18
日の第3回研修会より、Zoomのウェビナー機能を
利用して、最大480名が参加できるように改善いた
しました。開催の形式については今後も検討し、ベ
ストな方法で行いたいと考えます。
当日の研修日程としては、最初に当職から本研修
会の趣旨説明として、この地図作成業務は長期にわ
たり今後も受注し、的確に完成させることが重要で
あるため、日々変化していく関係法令や測量技術、
業務マニュアル等について最新の情報を確認する必
要がある。そのため、今後も反復継続して行くべき
だと考えていること、また、本研修会の参加者は、
今後の協会の中心的役割を担っていくものと期待し
ていることを述べております。
次に榊󠄀原会長より、平成21
年から開催した「地図作成総
括責任者養成講座」の必要性、
意義、そして今後も地図作成
業務に積極的に関与していく
ことを強く訴える挨拶があり
ました。
研修①では、国土交通省　
政策統括官付　地理空間情報
課　地籍整備室　整備推進第
一係長　鎌苅裕紀様より「地
籍調査の概要及び各工程にお
ける留意事項」と題しまして
ご講演をいただきました。地
積測量の基礎から詳しくお話
をいただき、特に基準点測量、
GNSS測量等、工程に沿って
留意する事項を詳しく教えて

榊原会長

いただきました。
研修②では、弁護士の秋保

賢一様より「最近の法等の改
正と地図作成業務の一筆地調
査における立会い」と題しま
して、民法改正により「軽微変
更」の場合は共有者全員では
なく、過半数の同意で足りる。
改正後も適用が生かされてい
ない官公署の事例等新しい解
釈で進めるべきである等のお話をいただきました。
研修③では、地図作成研修
実行委員の今瀬勉様より、「地
図作成における基準点測量に
ついて」と題し、測量には測
量技術と法律があり「法務省
不動産登記法第14条地図作成
等基準点測量作業規程」に
沿って基準点測量を進めるこ
とが決められていることを踏
まえ、各項目を分かりやすく説明いただきました。
研修④では、「静岡協会に
おける14条地図作成の現状
紹介」と題しまして、理事の
平井謙次様より、静岡協会は
各工程において、アルバイト
を採用していることと、内業
班と外業班に分けて業務に当
たっている。全公連14条地図
業務　一筆地調査　工程管理
システムを活用し、WebGISの利用、タブレットの
使用等により、効率かつ的確な工程管理を行ってい
るとの報告をいただきました。活用事例を聞き、今
後も一層工程管理システムを
活用していただきたいと思い
ました。
研修⑤では、「愛知協会に
おける14条地図作成の現状紹
介」と題しまして、副理事長
の髙橋政明様より、岩倉市に
おける業務についてお話をい
ただきました。「最大限の報

秋保講師

今瀬講師

平井講師

鎌苅講師 髙橋講師
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酬」をスローガンに掲げ、最小限の人数で最大限の
効率を上げる、最初に一人当たりの報酬額を決める、
作業は二人一組、積極的に合筆をし、作業範囲全体
について総括責任者とシステム担当が担当する等初
めからきちっと約束事を決めて進めていく、このス
タンスで成功をしている例だと思います。毎年はき
ついが、またやりたいとの班員の声もあるとのこと
でした。
全国様々な業務のやり方はあると思いますが、本
研修会において、二年前の福岡協会様と合わせ三協
会の現状をご紹介いたしました。少しでも良いと思
うものは取り入れて、今後の向上の参考になれば幸
いです。これからもこのような研修会を開催したい
と考えます。
講師の皆様には、貴重なお話を頂き感謝申し上げ
ます。ありがとうございました。

（地図作成研修実施委員長　花本　政秋）

　会議経過

1月14日	 三団体共催狭あい道路解消シンポジウ
ム（宮城開催予定）第2回事前打合せ（東
京開催一部web参加）

1月15日	 第7回正副会長会議（東京開催）
1月15日	 令和7年新年賀詞交歓会（東京ドームホ

テル開催）
1月16日	 全調政連との打合会（東京開催）
1月21日	 司法書士業界新年賀詞交歓会（キャピト

ル東急開催）
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ネットワーク50

令和6年10月20日（日）午前9時30分から大阪市
北区の扇町公園で「北区民カーニバル2024」が開催
され、北支部では区民への広報活動のためブース出
展を行いました。

前日からの雨で天候が
心配されておりました
が、当日の朝には雨は上
がり、少し肌寒いものの
絶好の秋晴れとなりまし
た。
スタッフとして支部会
員総勢17名が朝8時30
分に現地に集合し、ブー
ス設営を行った後、佐々

木志展支部長が全ての各出展ブースへ土地家屋調査
士のパンフレットと広報啓発グッズを持って挨拶に
回りました。
出展ブースで行った境界標識のクイズやトータル
ステーションによる距離当てゲーム、子ども向けの
輪投げゲームは常に大にぎわいで大行列ができまし
た。今年は大阪土地家屋調査士協同組合からガチャ
ガチャをお借りし、境界
標のガチャガチャを景品
として提供しました。
また、同時に行った表
示に関する登記と境界に
関する無料相談会も、事
前に告知をしていないの
にたくさんの相談者に来
ていただきました。
当日は日曜日にもかか
わらず、たくさんの支部

会員の皆さまに運営ス
タッフとしてご協力いた
だき、本会からは中林邦
友会長、泉州支部からは
黒田成宣支部長、逵光隆
前支部長にも応援に駆け
付けていただきました。
誠にありがとうございま
した。
土地家屋調査士のリーフレットと大阪法務局の相
続登記義務化、法務局遺言書保管制度のチラシ、合
わせて1,000部を全て一般の方へ配布することがで
き、十分すぎるほど土地家屋調査士制度のPRがで
き、大成功となりました。

『澪標』第356号

ネットワーク 50
大阪会

大阪会

「北区民カーニバル2024」
北支部　社会事業部担当副支部長　塚田　徹
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皆様、こんにちは。穏やかに2025年がスタートしました。
窓から見える景色も、澄み切った青空が広がり、新しい年
への希望を感じさせてくれます。この穏やかな空気感のま
ま、1年が過ぎていけば良いなと願うばかりです。

さて、私事ではありますが、この編集後記を担当させ
ていただくのも残り半年となりました。時の流れの速さ
には改めて驚かされます。この半年間も、読者の皆様に
役立つ情報、そして土地家屋調査士という資格の魅力を
少しでもお伝えできるよう精一杯努めて参りますので、
どうぞ最後までお付き合いください。

年末年始、皆様はどのように過ごされましたか？ 私
はというと、春以降の新しい企画記事に向けて関係各所
への会社訪問や連絡に奔走しておりました。土地家屋調
査士の先生方や企業の皆様、そして行政機関の方々…。
多くの方々にご協力いただき、本当に感謝の気持ちでいっ
ぱいです。皆様の熱意とご尽力に支えられ、今年も興味
深い記事を多数掲載できそうです。誌面を通して、土地
家屋調査士を取り巻く様々な状況や最新の動向をお届け
できればと考えておりますので、どうぞご期待ください！

1月23日には、令和6年度の土地家屋調査士試験の口述
試験が実施されました。受験された皆様、本当にお疲れ
様でした。試験直後にとある受験生の方から、「おかげさ
まで万全の体調で口述試験に臨むことができました！」と
いう嬉しい報告を頂きました。今年は、インフルエンザ
が猛威を振るっていたので、体調管理には特に気を遣わ

編 集 後 記
れたことと思います。その努力が実を結び、皆様が希望
する結果を得られますことを心から願っております。

試験に合格された方は、いよいよ土地家屋調査士として
の第一歩を踏み出されることになります。新たな挑戦に胸
を膨らませている方もいらっしゃるでしょう。もちろん、
道のりは決して平坦ではありません。しかし、土地家屋調
査士は、人々の財産を守る、社会に貢献できる素晴らしい
仕事です。持ち前の情熱と探究心で、困難を乗り越え、大
きく成長されることを期待しています。

そして、残念ながら今回思うような結果を得られなかっ
た方も、どうか諦めないでください。試験は、あくまで
通過点の一つに過ぎません。今回の経験を糧に来年こそ
は合格を勝ち取ると信じて、引き続き努力を続けてくだ
さい。日本土地家屋調査士会連合会も、皆様の挑戦を応
援しています！

会報「土地家屋調査士」は、これからも土地家屋調査士
の皆様にとって、日々の業務に役立つ情報や業界の最新動
向をお届けするだけでなく、資格取得を目指す方々へのサ
ポート情報も充実させていきたいと考えております。読者
の皆様からのご意見、ご要望も、是非お聞かせください。

最後に、今年も会報「土地家屋調査士」が、読者の皆様
にとりましてより一層役立つ情報誌となるよう、広報部
一同、邁進して参ります。今後とも、ご愛読賜りますよ
うお願い申し上げます。

広報部次長　中山　敬一（兵庫会）

編集後記
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